
 

歳
出
（
一
般
会
計
） 

　

歳
出
予
算
は
、
義
務
的
経
費
（
人
件
費
、
扶
助
費
、
公

債
費
）
が
歳
出
総
額
の
約
37
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
教
育
・

医
療
・
福
祉
な
ど
に
係
る
扶
助
費
は
生
活
に
直
結
す
る
も

の
で
、
容
易
に
削
減
、
圧
縮
は
で
き
な
い
経
費
で
す
。
今

後
は
、
健
全
な
財
政
運
営
を
行
う
た
め
に
、
単
独
事
業
の

更
な
る
見
直
し
と
、
公
営
企
業
会
計
へ
の
繰
出
金
、
投
資

的
経
費
や
公
共
施
設
等
の
維
持
補
修
経
費
を
抑
制
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
本
町
の
財
政
は
、
地
方
交

付
税
、
国
・
県
支
出
金
や
町
債
に
多
く
の
歳
入
を
依
存
し

て
い
ま
す
。
町
税
の
徴
収
率
向
上
や
公
有
財
産
の
整
理
統

合
な
ど
に
よ
る
有
効
活
用
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先　
総
務
課　
財
政
係

　
☎
０
９
６
８・８
６・５
７
２
０

町長の施政方針から抜粋して、
令和８年度の取り組みを紹介します。

【福祉・子育て・医療・防災】

●高齢者福祉の推進

　�特別養護老人ホームきくすい荘の建築工

事、高齢者補聴器購入費用助成事業、在宅

要介護高齢者おむつ等費用補助金事業等

●子育て支援、児童福祉の推進

　�子ども家庭センターを中心とした子育て支

援の実施

●消防・防災・防犯・交通安全の推進

　�地域防災活動等リーダーの育成

【移住・定住】

●移住定住の推進

　保育料無償化事業、家庭保育応援事業

【産業振興】

●農林水産業の振興

　�地域産品ブランディング事業、有害鳥獣対

策の実施

●商工業・新産業の振興

　サテライトオフィス等誘致構想推進業務

【教育環境】

●教育環境の充実

　英語教育支援事業

　小学校体育授業支援事業

　中学生海外短期派遣事業

【生活環境】

●道路網の充実、維持

　若園橋解体撤去工事

●自然環境・生活環境の保全

　家庭用井戸等施設整備補助金

●情報通信網の充実

　ポータルアプリの活用促進

●公共交通の充実

　�あいのりくんの利用促進、運転免許証自主

返納支援補助事業

【行政運営】

　�行政区担当職員制度の充実強化

一般会計
歳 出

物件費・維持補修費
2,044,143千円
21.0%

普通建設事業費・
災害復旧費
398,234千円
4.1%

補助費等
1,878,574千円 
19.3%

公債費
1,077,000千円
11.0%

扶助費
1,207,731千円 
12.4%

人件費
1,334,556千円 
13.7%

繰出金･予備費
1,011,602千円
10.4%

積立金・投資及び
出資金・貸付金
802,068千円
8.2%

令和8年度予算

一般会計  97億5,391万円
特別会計  53億5,678万円

　令和８年度当初予算が３月議会定例会で可決されました。
　一般会計は,総額97億5,391万円となり、前年度に比べて約
8,805万円、0.9％の減額となりました
　町長選挙及び町議会議員選挙を控え、新たな町政運営の方向
性が定まる前の時期であることから、人件費・扶助費・公債費
などの義務的経費、並びに継続的に実施している事業を中心と
した骨格予算として編成しました。新たな政策的経費につきま
しては、両選挙後の町政運営の方向性を踏まえ、必要に応じて
補正予算において対応します。

各会計予算比較一覧表

会計名
当初予算額（単位：千円） 対前年度

増減率令和７年度 令和８年度

一般会計 9,841,957 9,753,908 △0.9%

国民健康保険
事業会計 1,311,045 1,315,645 0.4%

介護保険
事業会計 1,484,948 1,512,280 1.8%

特別養護
老人ホーム事業会計 1,706,706 2,305,234 35.1%

春富財産区
特別会計 830 674 △18.8%

後期高齢者
医療事業会計 208,203 222,939 7.1%

合　計 14,553,689 15,110,680 3.8%

一般会計
（単位：万円）98億4,196万円 97億5,391万円 △8,805万円

特別会計
（単位：万円）47億1,173万円 53億5,678万円 ６億4,504万円

 

歳
入
（
一
般
会
計
） 

　
歳
入
予
算
は
、
自
主
財
源
（
町
が
独
自
に
も
つ
財
源
）

が
47
・
２
％
、
依
存
財
源
（
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
）

が
52
・
８
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
自
主
財
源
比
率
は
前
年
度
比
で
７
ポ
イ
ン
ト
伸
び
て
お

り
、
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
が
約
５
億
円
増
加
見
込
と
予

算
編
成
の
た
め
に
基
金
繰
入
金
を
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り

ま
す
。

　
依
存
財
源
で
は
骨
格
予
算
編
成
の
た
め
、
国
庫
支
出
金

が
０・９
億
円
、
町
債
の
借
入
が
約
６・３
億
円
減
少
し
ま

し
た
。

●
用
語
解
説

一
般
会
計
…
町
の
行
政
運
営
に
か
か
る
基
本
的
な

経
費
を
計
上
し
た
会
計

特
別
会
計
…
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
と
区
別
し
て

別
に
処
理
す
る
た
め
の
会
計

『
歳
　
入
』

【
自
主
財
源
】

町
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
財
源

【
依
存
財
源
】

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
る
収
入

【
国
・
県
支
出
金
】

国･

県
が
使
用
目
的
を
特
定
し
て
交
付

【
地
方
交
付
税
】

所
得
税
、
法
人
税
、
消
費
税
な
ど
の
国
税
収
入
の

一
部
を
国
が
交
付

【
町
債
】

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
の
た
め
の
借
入
金

【
諸
収
入
】

財
産
貸
付
に
よ
る
財
産
収
入
や
各
種
分
担
金
、
負

担
金
、
使
用
料

『
歳
　
出
』（
性
質
別
）

【
物
件
費
】

委
託
料
、
消
耗
品
、
通
信
運
搬
費
等

【
扶
助
費
】

児
童
手
当
や
高
齢
者
、
障
が
い
者
、
乳
幼
児
の
社

会
保
障
費

【
維
持
補
修
費
】

道
路
、
橋
り
ょ
う
、
公
共
施
設
等
の
修
繕
費

【
補
助
費
等
】

各
種
団
体
へ
の
補
助
金
、
負
担
金

【
普
通
建
設
事
業
費
】

道
路
、
橋
り
ょ
う
、
河
川
や
公
共
施
設
の
建
設
費

一般会計
歳 入 諸収入 など

3,644,890千円 
37.4%

地方交付税
3,230,000千円 
33.1%

町債
238,800千円 
2.4%

町税
958,875千円
9.8%

地方譲与税 など
388,017千円
4.0%

国･県支出金
1,293,326千円
13.3%

●収益的収支 （単位：千円）

会計名 収入 対前年度 
増減率 支出 対前年度 

増減率
簡易水道事業 67,446 △ 4.13 63,918 5.54
下水道事業 188,434 △ 6.41 178,824 △ 0.28
●資本的収支 （単位：千円）

会計名 収入 対前年度 
増減率 支出 対前年度 

増減率
簡易水道事業 83,371 19.10 98,982 29.57
下水道事業 169,704 △ 8.56 211,383 △ 0.74

公営企業会計
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